予算要求資料
平成２６年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費　　　
	事業名　ぎふの木で内装木質化支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　林政部　県産材流通課　県産材需要拡大係　電話番号：058-272-1111（内3013）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　12,139千円（前年度予算額：13,139千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財産
収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
	13,139
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	13,139

	要求額
	12,139
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,139

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
　　　・将来的な新設住宅着工減が予想される中、一般の消費者に対して県産材の魅力を伝え、県産材利用による環境貢献等をＰＲする必要があり、そのために、構造材に加え、目に見え、触れることのできる内装材での県産材利用を促進することが効果的である。
・また、内装材はコスト面からクロス貼り等を選択するケースも多く、県産材使用を促す呼び水となる支援が必要。
（２）事業内容
①ぎふの木で内装木質化支援事業費補助金：１２,０００千円
○新築タイプ：「ぎふの木で家づくり支援事業（以下、「構造材補助」）」の補助を
受ける住宅において、内装材に50㎡以上で県産材（ぎふ証明材）を使用した場合に1棟あたり100千円を補助する。
○増改築タイプ：県内で自らまたは家族が居住するために増改築した住宅及び、家族が利用できる店舗・商業施設（賃貸物件も含む）において、一定量の県産材（ぎふ証明材）を内装仕上げ材に使用するなどの条件を満たして増改築工事を行った場合、施主及び事業者等に対し、県産材購入にかかる割増経費として1㎡あたり２千円（上限100千円）を補助する。
②ぎふの木で内装木質化推進事業費：１３９千円
　　　支援事業の検査業務、県民へのＰＲ活動を実施するほか、事業に協力した事業者の認定・奨励等を実施。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　・県１０／１０
（４）類似事業の有無　　無
　　　　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	旅費
	36
	現地指導における業務旅費

	需用費
	　　　　　66
	認定証等消耗品費

	役務費
	　　　　　37　
	通信運搬費、筆耕料等

	補助金
	12,000
	新築内装：100千円×100件　増改築内装：100千円×20件

	合計
	12,139
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　・県産材住宅の建設促進は岐阜県森林づくり基本計画（H24～H28）における「優良県産材供給倍増プロジェクト」に位置づけられている。
（2） 国の状況
林野庁により平成24年度補正において「木材利用ポイント事業」を実施
（３）後年度の財政負担
　　　・平成２７年度以降も継続的に実施。
（４）事業主体及びその妥当性
・県　：県が直接関与することで信頼性が高まる　
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	ぎふ証明材を活用した県産材住宅の建設や増改築に取り組む建築士、工務店等を増やすとともに、その連携を強化する。また、安全・安心な県産材住宅のＰＲを強化し、消費者の理解をより一層醸成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県内新設戸建軸組住宅に占める県産材住宅の割合
	16.1％
（H22）
	14.5%
（H23）
	15.1％
（H24）
	21％
（H28）
	72.0％


（前年度の取組）
	前年度は新築内装９５棟、増改築７棟の申請があった。（11月末現在）


（前年度の成果）
	全体で１０２棟の申請があり、内装材へのぎふ証明材利用が進んでいる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）
　　
○

	県が推進する「ぎふ証明材」の利用増、県産材住宅増につながる事業であり、必要性が高い。


	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	県産材住宅の割合は、平成23年度から「ぎふの木で家づくり支援事業」の使用木材の補助要件を「ぎふ性能表示材」にした影響が大きく、初年度は一時的に減少(14.5%)したが、供給体制が整い使用する側の意識も高まってきた平成24年度は上昇（15.1%）している。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	交付決定と額の確定の文書を統一することにより、申請者の事務負担を減らすなど事業の効率化を実施している。


（今後の課題）
	　県産材住宅建設に取り組む工務店が限定されてきており、県内工務店に幅広く県産材利用を働きかけることが必要。



（次年度の方向性）
	平成26年度からの消費税率アップ後には住宅着工数減が予想される中、県産材住宅建設に取り組む工務店を増やし、県産材住宅のシェアを高めるためにも引き続き事業を実施する。



